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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第21期
第３四半期
連結累計期間

第22期
第３四半期
連結累計期間

第21期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 1,296,085 1,070,733 2,005,599

経常利益又は経常損失（△） (千円) 85,406 △262,118 253,604

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(千円) 72,749 △259,781 183,926

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 72,749 △259,781 183,926

純資産額 (千円) 1,400,105 1,209,183 1,515,890

総資産額 (千円) 2,191,260 2,046,898 2,442,192

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期純損失（△）

(円) 18.98 △67.65 47.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 18.60 － 46.95

自己資本比率 (％) 63.9 59.1 62.1
 

　

回次
第21期
第３四半期
連結会計期間

第22期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自　平成30年10月１日
至　平成30年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） (円) △7.55 △28.11
 

（注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第22期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の経済政策や日銀による金融政策等を背景に企業収

益や雇用環境に改善が見られ、全体として緩やかな回復基調にて推移いたしました。

現在の学校教育を取り巻く環境の変化としては、2020年度より実施される新たな「学習指導要領」の公表及び

教育政策「第3期教育振興基本計画」（計画期間2018～2022年度）の公表が挙げられます。これらに基づき、情報

活用能力の育成、授業の改善及び教職員の業務改善を実現するためのICT環境の整備が進行しております。

このような市場動向のもと、当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、次のとおりとなりま

した。高校・大学市場では、教材提供クラウドサービス分野製品及び運用管理システム分野製品が前年同期比で

増加した一方で、粗利率の低いハードウエアの仕入販売を抑制した結果、高校・大学市場における受注額は前年

同期比で減少となりました。小学校・中学校市場における受注額は、授業支援分野製品及び教材提供分野製品が

前年並みに推移したことに加え、無害化製品が寄与し、前年同期比で増加しました。これにより、高校・大学市

場と小学校・中学校市場の受注金額構成比は66%：34%となりました。また、学校教育以外の市場においても無害

化製品の受注が増加しました。

しかしながら、国内の受注案件に占める複数年契約の比率が前年同期より高まった影響から、会計上の売上高

に計上される金額が前年同期より92,000千円減少しました。なお、当該受注分は前受金に計上されており、今後

契約期間に応じて売上高に按分計上されてまいります。さらに、海外における講義支援システムの販売が低調で

あったため、前年同期比で42,243千円減少しました。これらを要因として、売上高は1,070,733千円（前年同期比

225,352千円減）となりました。また、製品開発の推進によって製品製造原価が前年同期比で増加したことで、営

業損失258,636千円（前年同期は営業利益2,791千円）となりました。持分法による投資損失1,906千円（前年同期

は持分法による投資利益63,932千円）を計上したことから、経常損失は262,118千円（前年同期は経常利益85,406

千円）となりました。さらに、小学校・中学校市場向けに展開している授業・学習支援システム 「らくらく先生

シリーズ」について販売状況等を基にソフトウエア資産計上額の厳格な評価を行い、減損損失89,659千円を計上

した結果、親会社株主に帰属する四半期純損失は259,781千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益

72,749千円）となりました。

　なお、当社グループの業績の特性として、第２四半期及び第４四半期において、売上高及び営業利益が偏重す

る傾向があります。

 
（2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産の額は、2,046,898千円（前連結会計年度末は2,442,192千円）とな

り、395,293千円減少しました。これは主に、売掛金の減少435,322千円によるものです。

負債の額は、837,714千円（前連結会計年度末は926,301千円）となり、88,587千円減少しました。これは主

に、前受金の増加119,209千円の一方で、買掛金の減少88,796千円及び長期借入金の減少55,896千円によるもので

す。

純資産の額は、1,209,183千円となり（前連結会計年度末は1,515,890千円）となり、306,706千円減少しまし

た。これは主に利益剰余金の減少259,781千円及び自己株式の増加47,606千円によるものです。

 
(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、2,869千円であります。なお、当第３四半期連結累計期間に

おいて当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,400,000

計 14,400,000
 

 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,882,000 3,882,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株であり
ます。

計 3,882,000 3,882,000 － －
 

（注）提出日現在発行数には、平成31年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

 
 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。　

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年10月１日～
平成30年12月31日
（注）

2,400 3,882,000  340  330,126 340 30,126

 

(注)  新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
　普通株式　33,000

－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

38,452 単元株数は100株
3,845,200

単元未満株式
普通株式

－ １単元(100株)未満の株式
1,400

発行済株式総数 3,879,600 － －

総株主の議決権 － 38,452 －
 

（注）1.当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株式名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成30年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

2.単元未満株式の欄には、当社所有の自己株式47株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

　平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
チエル株式会社

東京都品川区東品川二丁目２

番24号
33,000 ― 33,000 0.85

計 ― 33,000 ― 33,000 0.85
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期連結累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 607,264 607,748

  売掛金 653,425 218,103

  有価証券 270 －

  商品 38,570 68,987

  貯蔵品 2,518 872

  その他 164,588 160,473

  流動資産合計 1,466,637 1,056,185

 固定資産   

  有形固定資産 20,373 19,119

  無形固定資産   

   ソフトウエア 267,450 218,175

   のれん 164,737 151,130

   その他 152,778 117,582

   無形固定資産合計 584,966 486,888

  投資その他の資産   

   関係会社株式 236,544 241,752

   その他 133,670 242,951

   投資その他の資産合計 370,215 484,704

  固定資産合計 975,554 990,712

 資産合計 2,442,192 2,046,898
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 117,202 28,406

  短期借入金 12,400 12,204

  未払法人税等 29,990 12,656

  前受金 480,723 599,933

  賞与引当金 34,468 18,390

  役員賞与引当金 2,292 1,886

  その他 97,918 67,561

  流動負債合計 774,995 741,039

 固定負債   

  長期借入金 81,064 25,167

  退職給付に係る負債 24,873 26,632

  役員退職慰労引当金 40,300 44,875

  その他 5,068 －

  固定負債合計 151,305 96,674

 負債合計 926,301 837,714

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 329,785 330,126

  資本剰余金 119,099 119,440

  利益剰余金 1,087,077 827,296

  自己株式 △20,071 △67,678

  株主資本合計 1,515,890 1,209,183

 純資産合計 1,515,890 1,209,183

負債純資産合計 2,442,192 2,046,898
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 1,296,085 1,070,733

売上原価 635,408 623,008

売上総利益 660,677 447,725

販売費及び一般管理費 657,886 706,362

営業利益又は営業損失（△） 2,791 △258,636

営業外収益   

 受取利息 11 322

 受取配当金 1,042 609

 持分法による投資利益 63,932 －

 保険解約返戻金 3 －

 その他 18,329 578

 営業外収益合計 83,319 1,511

営業外費用   

 支払利息 589 1,329

 持分法による投資損失 － 1,906

 為替差損 － 1,498

 その他 115 258

 営業外費用合計 704 4,993

経常利益又は経常損失（△） 85,406 △262,118

特別損失   

 減損損失 － 89,659

 固定資産除却損 0 －

 事務所移転費用 4,120 805

 その他 － 1,781

 特別損失合計 4,120 92,246

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

81,285 △354,365

法人税等 8,535 △94,583

四半期純利益又は四半期純損失（△） 72,749 △259,781

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

72,749 △259,781
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 72,749 △259,781

四半期包括利益 72,749 △259,781

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 72,749 △259,781

 非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。

 

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

当社は事業の性質上、売上高及び営業利益が第２四半期連結会計期間および第４四半期連結会計期間に集中する

傾向があり、各四半期連結会計期間の業績に季節的変動があります。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年 4月 1日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年 4月 1日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 113,010千円 132,432千円

のれんの償却額 9,454千円 13,606千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。　

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。　

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、教育事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

(1)　１株当たり四半期純利益又は
 　　１株当たり四半期純損失（△）

18円98銭 △67円65銭

(算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益
　又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(千円)

72,749 △259,781

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(千円)

72,749 △259,781

 普通株式の期中平均株式数(株) 3,832,870 3,840,169

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 18円60銭 －

(算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

 普通株式増加数(株) 78,498 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

 － －

 

(注)　当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月13日

チエル株式会社

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 柏　木　　忠 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　﨑　　剛 印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているチエル株式会社

の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成30

年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、チエル株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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